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質能力を身に付けた人物を送り出すことはで
きない。筆者は、「採用」もまた主たる研究対
象になり得ると考え、この研究に着手した。
　本論では教員採用の史的動向を探り、あわ
せて、先行研究を検討しながら、教員採用を
めぐる問題点を指摘する。
２．採用を考える際の４つの時期区分
　まずは、戦後から現在まで、採用に関する
史的動向を、４つの時代区分に分けてとらえ
た。【表１】はその時代区分である。以下、
各時期の特徴と、その問題点を指摘する。
１．問題設定
　2012年、中央教育審議会は、「教職生活の全
体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方
策について」を答申した。この答申には、教
員採用に言及している箇所は少ない。「採用」
は教育長の権限であるため、答申では方向性
を指摘し得ない部分があるとしても、「採用」
段階でのあり方が、大学での教員養成を規定
する部分はありうる。答申が述べているよう
な資質能力を養成段階で身に付けることがで
きたとしても、その人物が正当に「選考」さ
れ、採用に至らなければ、教育現場にその資
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 This paper divided teacher recruitment system to date into four sittings after World War II 
and, mainly on the change of the legal system, arranged a trend of each time. After World 
War II, in Japan, teacher recruitment system and teacher training has been developed on 
the basis of the new system as a democratic nation. However, teachers recruitment the 
current system, is changing to a system that transparency and fairness of teacher 
employment test is emphasized.
 The university came to cannot but establish an examination lecture as a part of the carrier 
support again, and “becoming it advanced the cramming school of the university”. As for 
the current teacher recruitment system, main intent of “the selection” of the public 
educational personnel lacks in substance, and a teacher recruitment system is understood 
to be a teacher employment examination for the same meaning, and it is in a situation that I 
can explain it as a competitive examination. It will be necessary to examine it with the 
argument of the training stage in future what kind of result the change of the teacher 
recruitment system causes. 
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ではなく、「選考」試験であることが法定され
た。
　この時期の「選考」について、兼子は以下
のように述べている。「制定当初の教育公務
員特例法13条は、教員選考は『採用志願者名
簿にされた者のうちから』行い、採用志願者
名簿は教員免許状所持者で『採用を願い出た
ものについて』都道府県教委が作成し、所管
教委の教育長が選考するにあたっては『その
学校の校長 の意見を聞いて行わなければな
らない。』と規定していたわけであった」。３）
　つまりこの時期、教員の選考は、「教員志願
者名簿」から、市町村教育委員会を含めた各
２－１　第Ⅰ期：（終戦～1955年）
　　　　開かれた教員採用
　　　　～理念的教員採用の模索～
　第Ⅰ期は、アメリカの理念的教育制度が、
我が国において施行された時代である。「採
用」に関する法律では、「教育委員会法」及び
「教育公務員特例法」１）に注目したい。教育
委員会法は「地方教育行政の組織及び運営に
関する法律」２）（以下、地教行法）制定まで
の法律であるが、この法律において、教員の
採用に関する事務が法定された。また、「教育
公務員特例法」においては、教師の「採用」
は他の公務員試験で実施される「競争」試験
表１　教員採用に関する史的動向
時代区分とその特徴 「採用」の在り方を方向づける中心的な法制度及び、行政文書
第Ⅰ期：（終戦～1955年） ・教育委員会法（1948）　・教育公務員特例法（1949）
第Ⅱ期：（1956年～1980年）
・地方教育行政の組織及び運営に関する法律（1956）
・教育職員養成審議会建議（1964）【教員養成制度の改善について】
・教育職員養成審議会建議（1972）【教員養成制度の改善について】
第Ⅲ期：（1981年～1995年）
・教育問題に関する小委員会報告（自民党）（1981）【教員の資質向上に関する提言】
・文部省通知（1982）【教員の採用および研修について】
・臨時教育審議会第二次答申（1986）【教育改革に対する第二次答申】
第Ⅳ期：（1996年～現在）
・中央教育審議会答申（1996）【21世紀を展望した我が国の教育の在り方について第一次答申】
・教育職員養成審議会答申（1997）【新たな時代に向けた教員養成の改善方策について】
・教育職員養成審議会答申（1999）【養成と採用・研修との連携の円滑化について】
・中央教育審議会答申（2006）【今後の教員養成・免許制度の在り方について】
表２　第Ⅰ期の史的動向と採用に関する内容
年 種別 「採用」に関する内容
1946（昭和21）年
３月31日
アメリカ教育使節団報告書
（第一次）
「師範学校卒業生だけでは公立学校の需要に満たない」
との指摘。
1947（昭和22）年
４月17日
地方自治法 教員は自治体職員と法定された。
1947（昭和22）年
５月21日
（1946（昭和21）年
５月６日）
教職員の除去、就職禁止及び復職に
関する政令（教職員の除去、就職禁
止及び復職に関する勅令）
【教職員の除去、就職禁止及び復職に関する政令】
・教職不適格者を教職から去らしめる。
・教職不適格者は、あらたに教職に就くことが出来ない。
1948（昭和23）年
７月15日
教育委員会法 教育委員会の事務に「任免等に関して規定する法律の
規定に基き、校長及び教員の任免その他の人事に関す
ること」が法定される。
1949（昭和24）年
１月12日
教育公務員特例法 教師の「採用」に「選考」が取り入れられる。
1949（昭和24）年
11月21日
教員採用志願者名簿規則 学校別、職種別、免許状の種類別に志願者を登載　する。
1953（昭和28）年
７月25日
中央教育審議会答申
【義務教育に関する答申】
「教員の養成は４年課程を原則とする。ただし，当分の
間需要供給等の関係から２年課程を設けることもやむ
を得ない。」
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人々に平等な機会は与えられないものだろう
か。希望するもの全体を対象にして試験を行
い、その成績と学校の内申、採用しようとす
る学校側の意見の三つを総合して順次に採用
していくという方法はとれないものだろう
か。」（東京・秋山了子＝学生）「都の教員採
用試験」（1953年９月23日　朝日新聞）
　この投稿からは、校長の情実により採用が
決定するのではないかと危惧している様が読
みとれる。当時法定化されていた「校長の意
見をきく」という選考の過程に、懐疑の目を
向けているのである。だが、選考の本旨から
考えるならば、選考の主体者は、たとえ専門
的な知識の裏付けがであったとしても、ある
種の「主観」をもって選考に関わらざるを得
ないのであり、もし仮に、校長の情実による
選考が行われていたとしても、その方法が一
定の手続きをとって進められていたとするな
らば、それはこの試験方法の「常態」である
と言えるのではないだろうか。そのような観
点から考えるならば、この時期の教員採用に
おける「選考」とは、志願者名簿の存在によっ
て、多少なりとも「選考」の独自性を追究し
た方法であったと言えるのではないか５）。
２－２　第Ⅱ期：（1956年～1980年）
　　　　開かれた教員採用の退却
　　　　～「選考」の揺らぎ～
　第Ⅱ期は、新制大学の卒業生が輩出され、
その処遇が問題化した時期である。中央教育
審議会答申「教員養成制度の改善方策につい
て」には、新卒者の教員採用と、計画的な養
成の必要性が提言されている。続く教育職員
養成審議会も同様の観点から「建議」を提出
している。これら提言が、1974（昭和49）年
の人確法に結実していくのであるが、教員不
教育委員会の教育長が、校長の意見を聞いて
行っていたことになる。この志願者名簿は、
都道府県教育委員会が作成するのであるが、
採用する側の校長の意見を聞かなければなら
ないという点で、学校教育現場と教員採用が
近接していたと言える。
　後に「選考」についてもう一度触れること
になるが、選考試験とは、他の公務員と区別
された教育公務員を、競争試験ではなく、学
力・経験・人物等を勘案して行う試験である４）。
周知のように、2008年に発覚した大分県の教
員採用をめぐる不正事件においては、「選考」
に関わる教育関係者等の行為や、選考の「不
透明さ」が問題になった。だが、そのような
問題化は、2008年に限ったことではない。例
えば、この時期の朝日新聞にも、以下のよう
な投稿がある。
　「夏休みが終わって、教室は就職の話で騒
然としている。私の学校でも各方面の求人申
し込みと混って文部省から都の公立高・中学
校の教員志望者はもれなく記名するようにと
の通達があった旨掲示してあった。私も早速
厚生課で登記を済ませた。およそ40名ほど志
望者があった。そのうちに『各高・中学校の
校長先生から、その人を来年から自分の学校
で採用するという内定がないと教員採用認定
試験は受けられない』という話が伝わって来
た。厚生課でききただしたところ、間違いで
はなかった。これは一体どうしたことであろ
う。都に知人もない私どもは、都教育庁に知
合いのある方が試験の期日を問い合わせたり、
都内出身の学生が出身校の校長先生にお願い
したりして、自分たちの道をひらいていくの
をただ見ているだけである。地方出身者の者
は地方に帰って教員をすればいいというのか
も知れないが、都内で教員をしたいという
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都道府県教育委員会の教育長が行うことが法
定された。
　この法律の制定は、以下のような問題があ
ると考えられる。まずは「採用志願者名簿」
の代わりに、「公立学校教員採用候補者試験」
に合格したものが「教員採用候補者名簿」に
登載される点である。つまり、この試験に不
合格な場合、名簿には登載されないのである
から、この試験とは、競争試験の性質を強く
持つと言わざるを得ない。選考の過程に競争
試験が介在しているという構図である。これ
は、教育公務員法に規定された「選考」から
足をどのように解消していくのかは、この時
期に限らず、現在にも引き継がれる課題であ
る。
　この時期、注目したいのは、地教行法の制
定である。この法律の制定によって、教育委
員会法は廃止された。さらに前述の「教員採
用志願者名簿」もなくなり、その後現在のよ
うに、ある一定の試験（公立学校教員採用候
補者選考試験）に合格したものが「教員採用
候補者名簿」に登載され、その名簿の中から
採用者がさらに選考されることとなった。ま
た、市町村立学校の教職員の選考であっても、
表３　第Ⅱ期の史的動向と採用に関する内容
年 種別 「採用」に関する内容
1956（昭和31）年
６月30日
地方教育行政の組織及び運
営に関する法律
・市町村立学校（県費負担）教職員の選考権、任命権の都道府県
教育委員会レベルへの移行
・学校長の「意見具申権」市町村教育委員会の「内申権」が法定さ
れる。　→教員採用志願者名簿消える
1958（昭和33）年
６月10日
中央教育審議会答申
【教員養成制度の改善方策
について】
・教員の需給の調整について、文部省、都道府県教育委員会、教
育大学の三者で構成する機関を設けること。
・教員養成大学の卒業生を全員採用する措置をとること。
1964（昭和39）年
11月12日
教育職員養成審議会建議
【教員養成制度の改善につ
いて】
・教員の需給計画について、国、都道府県および関係の大学、学部
で構成する機関を設けること。
・教員の選考にあたっては、その実施の時期、方法等について適切
な方途を講ずる必要があること。
1966（昭和41）年
10月４日
ユネスコ「教員の地位に関
する勧告」を採択
・教員の養成および雇用のすべての面において、いかなる形式の
差別も行われないものとする。
・教員団体との協力により、採用を規定する方針を適切な次元で
明確に規定し、かつ教員の義務と権利を定める規制を確立しな
ければならない。
1970（昭和45）年
４月３日
日本学術会議第56回総会学
問・思想の自由委員会
・教員の「選考」試験において「必ずしも公正を期しがたい政治
的要素が介在し、そこに思想統制の危険が感じられるところに
問題があり、本委員会としてはさらに正確な実情を調査したう
え、このような就職差別の学問・思想の及ぼす影響について、
さらに慎重な検討を続けたいと考える。」
1972（昭和47）年
７月３日
教育職員養成審議会建議
【教員養成の改善方策につ
いて】
・教員資格認定制度の拡充
・「職業生活や自己研修などにより専門的なすぐれた能力を身に
つけた者に対しても教員の資格を取得する道を開き、教職に人
材を迎え入れる」＝社会人の活用について言及する。
・中学校の免許状を有する者を２～３年程度の期限付きで小学校
の教諭として任用できるよう免許制度上の特例措置を講ずる必
要がある。
1974（昭和49）年
２月25日
学校教育の水準の維持向上
のための義務教育諸学校の
教育職員の人材確保に関す
る特別措置法（人確法）
・義務教育諸学校の教育職員の給与については、一般の公務員の
給与水準に比較して必要な優遇措置が講じられなければならな
い（第３条）
1978（昭和53）年
６月15日
中央教育審議会答申
【教員の資質能力の向上に
ついて】
・人確法を踏まえた提言
　＝「教員の採用の方法及び決定時期については，人材を確保す
るなどの見地から更に工夫すること。」
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て」（文部省初等中等教育局長通知第237号）
には、「採用」と「研修」の改善充実の方針が
示されているのであるが、「採用」については、
「従来から行われている筆記試験や面接試験
に加えて、実技試験、体力テスト、適性検査
等の多様な方法を採り入れるとともに、教育
者としての使命感、実践的指導力をみるため、
面接、実技試験等を一層重視し、また、クラ
ブ活動、社会的奉仕活動等の経験や教育実習
の履修状況について積極的に評価をおこなう
よう配慮すること」と示されている。このよ
うな方針は、その後の臨時教育審議会及び教
育職員養成審議会の答申にも影響を与えてい
ると考えられる。
　しかし、この時期において、筆者が注目し
たいのは、この通知文書より以前の「教育問
題に関する小委員会報告」（1981年）である。
この報告は、自民党の委員会より提出された
文書であるが、この時期の他の行政文書は、
この「報告」を「雛型」にしたと言ってよい
と思われる。つまり、これ以後の教員採用と
は、自民党の政策を中心に展開することとな
る。
　「選考」方法の多様化については、当時、
校内暴力や落ちこぼれ等の「教育問題」があ
り、これらの問題に対峙できる資質を持つ教
員の採用が求められていたと言える。しかし
神山は、この「多様化」に対して以下のよう
に警鐘を鳴らす。「ここで一つ問題となるの
は、多様な人材を教職に確保するということ
と、選考方法を多様化するということとが、
イコールで結ばれる『質の問題』であるとい
えるかどうかという点であろう。選考方法の
多様化は、確かに多面的な評価によって、様々
な人材が教員になる可能性を拡大しようとす
る目的があって進められてきたものであった。
の逸脱であると考えられる。次に、市町村立
学校（県費負担）教職員の選考権、任命権が、
都道府県教育委員会レベルへ移行した点であ
る。地教行法第38条によって市町村教育委員
会の「内申権」、第39条によって校長の「意
見具申権」は認められているのであるが、そ
の権限は「任免」にあるのであって、「選考」
にあるのではなく、また、1970年代以降には、
「内申」がなくとも都道府県教育委員会が人
事権を行使できるようになった６）。つまり、
学校教育現場と選考の場、及び選考主体と設
置者が乖離することによって、選考の目的が
曖昧になり、戦後の地方分権的な人事が、中
央集権的なそれへと変化したのであった。
　筆者はこの時期の特徴として「『選考』の
揺らぎ」を挙げたのであるが、この時期に、
後の「選考」が形骸化する土壌ができたと考
えるからだ。その土壌とは、「選考」があたか
も「競争試験」のような様相を呈して行われ
るようになる土壌と、選考に関しては、独立
した権限が与えられているのにも関わらず、
常に、文部省（後に文部科学省）の方針に従
い続ける教育委員会の様相が生起する土壌で
ある。以下、この関心を軸に、次の時代区分
を見ていきたい。
２－３：第Ⅲ期：（1981年～1995年）
　　　　選考方法に対する国の関与
　　　　～「選考」方法の多様化へ～
　現在の教員採用試験は、様々な「選考」方
法によって実施されている。その多様化が始
まったのが、第Ⅲ期である。先行研究によれ
ば、1982（昭和53）年５月の文部省通知文書
が、現在の「選考」方法の「多様化」の契機
であるとされる７）。
　この通知文書「教員の採用及び研修につい
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回答と、先に示した「教育問題に関する小委
員会報告」（1981年）「教員の資質向上に関す
る提言」が掲げた「教員の資質能力」とを比
較してみる。なるほど神山の指摘が的を射た
ものであったことが分かる。各教育委員会は、
多様な人材をもとめるために、多様な「選考」
方法を実施するのであるが、その目的とする
教員像が同じであるために、「多面的な評価に
よって、より精選された一つの教員像」を目
指しているという矛盾が生じているのであ
る９）。
　この時期、さらに注目したいのは、社会人
しかし、現在教育委員会の多くが、採用段階
で共通の力量観を前提とした選考を行ってい
る。多面的な評価によって、より精選された
一つの教員像の可能性を追究しようとしてい
るとさえ、いえるかもしれないのである。現
在の採用試験の『多様化』は、こうした視点
を持って、その意味を厳しく問い直される必
要があるのである」８）。
　以下に示すのは、1990年当時の『週刊アエ
ラ』の記事を抜粋した表である。各教育委員
会に「望ましい教師の資質」を質問し、得ら
れた回答を筆者が表にしたものである。この
表４　第Ⅲ期の史的動向と採用に関する内容
年 種別 「採用」に関する内容
1981（昭和56）年
11月16日
教育問題に関する小委員
会報告（自民党）
【教員の資質向上に関する
提言】
・教員の資質能力について言及する
　「教育に対する強い使命感、深い教育的愛情、優れた指導力と豊
かな人間性を備えた教員を確保」
・選考方法における、面接及び実技の重視。学生生活中の体験活
動を評価する選考方法に改善する必要性を提言する。
・採用内定時期を民間企業等と同一時期まで早めることに言及
1982（昭和57）年
５月31日
文部省通知第237号各都道
府県・指定都市教育委員
会教育長あて
【教員の採用および研修に
ついて】
・選考方法の多様化に言及
　「筆記試験や面接に加えて、実技試験、体力テスト、適性検査等の
多様な方法を採り入れるとともに、教育者としての使命感、実践
的指導力等をみるため、面接、実技試験等を一層重視し、また、
クラブ活動、社会的奉仕活動等の経験や教育実習の履習状況につ
いて積極的に評価を行うよう配慮すること。」
・資質能力を多面的に評価できるための試験内容の工夫を求める。
・採用の内定時期を可能な限り早めることを求める。
1984（昭和61）年
９月７日
教員資格認定制度に関す
る調査・研究協力者会議
・資格認定制度だけではなく、社会人の積極的な登用を目指す社
会人の登用
1986（昭和61）年
４月23日
臨時教育審議会答申
【教育改革に対する第二次
答申】
・選考方法の多様化を提言
　「面接、論文、実技・体力テスト、適性検査等とともに、評価の
客観性に留意しながら、学生時代のクラブ活動、奉仕活動等を
重視することなどにより、その多様化を図る。また、そのため、
試験問題作成の継続的取組みや面接担当者の充実など選考体制
を整備・充実する。とくに、面接については、回数を増やし、
時間をかけ、丁寧に行うようにし、－以下略－」
・教員採用のスケジュールの早期化を図るよう提言。
1986（昭和61）年
６月13日
文部省通知第125号各都道
府県・指定都市教育委員
会教育長あて
【臨時教育審議会「教育改
革に関する第二次答申」
について】
・臨時教育審議会第二次答申で示された内容を「通知」として各
教育委員会に求める。
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特別選抜によって、教員となる場合には、一
次試験を受けなくてもよいといったような選
考方法を行う自治体もある。安藤はこの点に
ついて、以下のように述べている。「特別選
抜や特別免許状の授与について、その趣旨を
より明確化していくことが求められよう。た
とえば教員採用試験の際の社会人特別選抜の
趣旨が、一般選考試験を受験する場合の不利
を軽減することにあるのか、それとも社会的
経験の特殊性や有効性に着目して、教員に採
の積極的な登用の問題である。この時期の選
考の多様化が、教育問題に対峙できる教員の
採用を目指していたという目的から考えるの
ならば、社会人の登用もまた、同様の観点か
ら説明出来そうである。しかし、そのような
目的があったとしても、各自治体の教員不足
が深刻化する中で、量的な課題解決のために、
学校以外の場に人材を求めたとも言えるかも
しれない。
　ところで、この社会人の「選考」であるが、
表５　各都道府県の「望ましい教師の資質」
都道府県 望ましい教師の資質 都道府県 望ましい教師の資質 都道府県 望ましい教師の資質
北海道
児童、生徒への限りない愛
情 
富山
専門職としての識見／教育
への情熱と愛情／実践的行
動力 
兵庫 
豊かな人間性／教育的愛情
／幅広い教養／使命感
青森
児童におおらかな心で接す
ることができる広い人間性
／教育者としての強い使命
感 
福井
教育の熱意／使命感／幅広
い教養／専門知識 
奈良 
豊かな人間性／指導力／熱
意と意欲
岩手
岩手県への愛着／行動力／
実践力 
長野
意欲的な向上心／行動力／
実践力／明朗 
和歌山 
教育の情熱と使命感／実践
的指導力／郷土愛
秋田
実践的指導力／豊かな一般
教養／健康と活力 
山梨
公務員として法規、管理に
服して職務の遂行ができる
／教育技術の創造に意欲的
／謙虚／寛容 
鳥取 
豊かな人間性／はつらつ／
謙虚／鋭敏な感覚
山形
人間愛と豊かな教養／教育
理念への深い理解／教科の
専門知識／健康／使命感／
実践的指導力 
静岡
教育の使命感／子ども好き
／幅広い見識 
島根 
子どもの側に立って物事が
考えられる／陶冶性
栃木
広い教養／豊かな人間性／
深い愛情／教師としての使
命感 
石川
教育の情熱／実践的指導力
／魅力ある人間性／ボラン
ティア精神 
山口 
豊かな人間性／使命感／情
熱／愛情／実践力
群馬
豊かな人間性／深い愛情／
教育者としての使命感／優
れた指導力 
愛知
専門知識と技能／児童への
愛情／広い教養／実行力／
穏健／良識 
徳島 
生徒が見える／生徒に信頼
される／環境づくりに工夫
する
埼玉
子ども好き／健康／柔軟さ
／多様な価値観を受け入れ
られる 
三重 幅広い知識／使命感 香川 
使命感、愛情／教科の専門
知識／実践的指導力
千葉
豊かな人間性／教育愛／確
かな指導力／健康／明朗／
快活 
滋賀
幅広い教養／創造力／強靭
な意志と体力／実践力／人
間性 
大分 見識／知識／良識
東京 
教育の熱意と使命感／幅広
い教養／実践的指導力 
京都
教職員組織の一員として教
育関係諸法を順守し全力を
あげて職務をまっとうでき
る 
宮崎 
使命感／教科の専門知識／
実践的指導力
神奈川 
豊かな人間性／教育への情
熱／専門知識 
大阪
豊かな人間性／教科に関す
る豊富な知識／基本的人権
を尊重 
沖縄 
健康／子ども好き／常に自
己研鑽に努める／子どもか
ら信頼される
新潟 
子どもの理解力／指導力／
教育熱心 
『週刊　アエラ』朝日新聞社　1990年10月23日　27頁より抜粋
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２－４：第Ⅳ期：（1996年～現在）
　　　　「選考」の形骸化
　　　　～「公表」がもたらすパラドクス～
　第Ⅳ期は、第Ⅲ期の延長上にあると考える
こともできるのであるが、この時期に強調し
たいのは、教員の「採用」をめぐる「公務員
試験予備校」の台頭である。
　現在、公務員試験予備校等においては、教
員採用試験対策講座が設けられており、教員
採用試験の「傾向と対策」が教授されている。
　「傾向と対策」と言った場合、想起しやす
いのは、「筆記試験」の出題傾向とその出題傾
向への対策である。近年、各教育委員会は、
教員採用試験の実施問題と解答を公表してい
る。これらの問題を眺めてみると、「教育法規」
「教育心理」「教育原理」等、出題の組み合わ
せには変化があるとしても、その出題パター
ンは似ているため、公務員試験予備校では、
類似する出題形式を持つ都道府県市をグルー
プ化するなど、「効率的な」試験対策を展開し
ている。例えば、北海道、埼玉県、神奈川県、
三重県、滋賀県はひとつのグループとして扱
われているのであるが、その出題パターンと
は、「教育原理」と「教育心理」が毎年出題さ
れ、その他「教育法規」と「教育時事問題」
の分野からも数問出題される、といったパ
ターンである。したがって、北海道の教員に
なりたい受験者には、まずは北海道の過去の
実施問題を解き、その後同じ出題傾向をもつ
埼玉県、神奈川県等の過去の実施問題を解い
て試験に備える、といった対策方法が教授さ
れている。
　しかもその「傾向と対策」は、筆記試験の
みを対象としているのではない。第Ⅲ期の説
明の際に示していたが、中教審答申の示した
「資質能力」は、若干の文言の違いはあった
用した後にもそうした特性を生かすことを期
待することにあるのか、といった点である。
もし、後者を意図した特別選抜であるならば、
教員として採用した後にも、社会的経験によ
る特性を学校で生かせるように、学校の組織
的環境や勤務条件などを制度的に整備してい
くことが不可欠であろう」10）。
　現在、安藤の指摘する制度的な整備は行わ
れていない。社会人の登用がどのような効果
をもたらしているのかといった検証もなされ
てはいない。この時期以降、文部省（文科省）
は、人物評価を重視し、そのため一層、選考
方法に多様化を求め、各教育委員会も、それ
に応える形で選考方法を追究していると考え
られる。だが、社会人は、その「経験」があ
るがゆえに、その試験を受けずして採用され
ていく。ここには、「経験」があればその人物
は評価されるという矛盾がある11）。
　先に筆者は、現在の選考の過程において、
「公立学校教員採用候補者試験」に合格した
ものが「教員採用候補者名簿」に登載される
点を挙げ、この試験が、「競争試験」の性格を
強く持つ試験であることを指摘した。した
がって、法的な関心から考えるのであれば、
その試験を受けない社会人の選考は、本旨に
形だけは沿っていると考えることも出来る。
しかし、そもそも教育公務員が選考によって
採用されることになった経緯には、教員免許
状を持つものは、大学において教職課程のカ
リキュラムを履修しており、教育に関する基
礎的な知識が身についているとの理由が存在
していたのであって、教員免許状がないもの
が、「社会経験」という漠然とした「資質能力」
によって、基礎資格があるかのように選考さ
れていくという過程は、やはり選考の本旨か
らは逸脱していると言えるのではないか12）。
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向と対策」に援用していると思われる。先に
も述べたが、そもそも、教員採用試験とは、
教育公務員特例法の第11条「公立学校の校長
の採用並びに教員の採用及び昇任は、選考に
よるものとし、その選考は、（略）公立学校に
としても、各教育委員会が求める教師像と、
大きくずれることはない。各公務員試験予備
校は、このような文部科学省の行政文書や各
教育委員会の求める教師像を研究し、その研
究結果を、「論作文試験」や「面接試験」の「傾
表６　第Ⅳ期の史的動向と採用に関する内容
年 種別 「採用」に関する内容
1996（平成８）年
７月19日
中央教育審議会答申
【21世紀を展望した我が国
の教育の在り方について
第一次答申】
・教員の採用は「人物評価重視の方向で選考方法の多様化や評価
の在り方を改善」する。
・「面接や実技試験の充実、筆記試験とその他の試験との比重の見
直し、ボランティア活動等の生活体験・社会経験の適切な評価」
を行う。
・「同一の採用枠においても異なる尺度で多様な選考方法を採る」
・「都道府県教育委員会等は、できるだけ採用者数の平準化が図ら
れるよう、より長期的な視野に立った、計画的な教員採用・人
事に努める必要がある」。
・学校外の社会人の活用
1997（平成９）年
７月28日
教育職員養成審議会第一
次答申
【新たな時代に向けた教員
養成の改善方策について】
・個性豊かな教員の確保
・得意分野を持つ教員の採用
　「採用側は、教員の資質能力や配置についての将来的な展望を十
分踏まえつつ、時間的余裕を持って採用の際に重視する分野を
公表する必要がある。また、採用側には、本答申における提言
内容を十分に理解し、大学による教員養成カリキュラムの改善
動向を適切に踏まえた選考方法や試験問題を工夫・改善するこ
とが求められることは、いうまでもない。」
1999（平成11）年
12月10日
教育職員養成審議会第三
次答申
【養成と採用・研修との連
携の円滑化について】
・近年の採用を評価
　「近年、教員採用者数が減少する中で、採用の段階で教員にふさ
わしい優れた人材を確保するため、採用選考の在り方を人物評
価重視の方向に改善し、一定の成果をあげてきている。」
・多面的な人物評価を積極的に行う選考に一層移行することを求
める。
・採用選考にあたり、求める教員像を明確化することを求める。
2006（平成18）年
７月11日
中央教育審議会答申
【今後の教員養成・免許制
度の在り方について】
・採用において、求める教員像をより明確かつ具体的に示すこと
を求める。
・多面的な人物評価の充実を求める。
　「面接試験や模擬授業、場面指導の実施等により、多面的な人物
評価を一層充実することや、ボランティアやインターンシップ
等の諸活動の実績を積極的に評価すること、教育実習や教職実
践演習（仮称）をはじめとする教職課程の履修状況を適切に評
価すること等について検討する必要がある。」
・今後の大量採用時代に備えて、計画的な作用を求める。
・採用スケジュールの早期化を求める。
2008（平成20）年
７月10日
文部科学省通知第495号
【教員の採用等における不
正な行為の防止について】
・大分県の採用に関する不正な行為について「教育委員会におけ
る採用や昇任等の人事行政に関して、金銭の授受等の不正な行
為が行われることのないよう、その在り方を十分に点検する」
ことが求められた。
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をもった「顧客」であっても、教員採用試験
に「合格」させることが目指されている。そ
のためのノウハウは、「公表」が進めば進むほ
ど「丁寧」かつ「正確」になる。その結果、
学校現場にとって「資質能力」の高い受験者
が「採用候補者名簿」に登載されるのではな
く、受験技術に長じた受験者が登載される場
合もあると思われる。ここには、採用試験の
「公表」という教育委員会の「善意」が、かえっ
て自分たちの首をしめるという、パラドクス
がある。
　さらに近年、各大学のキャリアセンターや、
教職課程センターなどは、公務員試験予備校
と連携し、「教員採用試験対策講座」等を大学
の学生向けに開くことがある。このような動
向からは、大学の授業を履修しただけでは、
教員採用試験には合格することのできない
「事実」を大学側が認めている姿が透過でき
る13）。しかも看過できないのは、これら公務
員試験予備校の「顧客」は、教員採用試験の
実績を出すことに力を入れている私立大学だ
けではないという点である。現在、国公立の
「教員養成大学」もまた、資格予備校の「顧客」
なのである。いまや公務員試験予備校は、大
学の教員養成や教育委員会の「採用」を補助
する重要な役割を果たしているともいえる14）。
　現在の「養成」「採用」「研修」の主体は、
非常に混濁した状態にあり、「養成」は大学、
「採用」「研修」は教育委員会といったシンプ
ルな「棲み分け」では、到底把握できない現
状があるといえる。しかし、近年開設された
「教師塾」等についてならば、教育委員会が、
「養成」「採用」「研修」のすべてを担うこと
に対する是非が議論されるのであるが、現在、
このプロセスに重要な役割を果たしている
「公務員試験予備校」については、その是非
あってはその校長及び教員の任命権者である
教育委員会の教育長が行う」を根拠として実
施されている「選考」による試験である。し
かし、筆記試験のみならず、人物評価重視の
ために行われている「多様な」試験において
も「公務員試験予備校」が「傾向と対策」を
教授できるのであれば、結果として、公務員
試験の受験技術に長けた受験者が「採用候補
者名簿」に登載されることになる。その候補
者の中から行われる「選考」をもって、果た
して教育公務員特例法が目指す「選考」であ
ると言ってよいのだろうか。少なくとも公務
員試験予備校の行っている「傾向と対策」に
習熟した受験者にとってみれば、他の公務員
試験同様、教員採用試験を「競争試験」とし
てとらえてもおかしくはない傾向が生まれて
いるのではないか。
　さらに、2008（平成20）年度に発覚した大
分県の教員採用試験をめぐる不正事件以後は、
文部科学省の調査が行われたこともあって、
詳細な評価基準まで公表する教育委員会も存
在している。教員採用試験を「透明化」し、
新規に採用される教員は、「公平な」選考を経
て教員になるべきである、といった市民感情
は、肯定すべきものであろう。
　しかし、各公務員試験予備校が、教員採用
試験を研究し、「傾向と対策」を綿密に行える
ような現況から考えた場合、教員採用試験の
公表は、果たして「本当に」歓迎すべきこと
であるといえるのだろうか。公務員試験予備
校にとってみれば、教員採用試験問題の「公
表」は、「合格率」を伸ばすために大いに歓迎
すべきであろうが、そこで目指されているの
は、必ずしも、学校教育現場にとって「資質
能力」の高い志願者を「採用候補者名簿」に
登載することではない。どんな「資質能力」
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うに判断される、矛盾した選考方法が行われ
続けている。しかしながら、このような矛盾
した選考方法を追究する教育委員会を文科省
は評価し、各教育委員会もまた、教員数の確
保という現実からの要請ともあいまって、継
続して「多様化」した選考方法を追究し続け
ている。つまり、この動向から考える限り、
教員採用に関しては、教育委員会の自律性は
失われている。
　第Ⅳ期には、大分県の教員採用をめぐる問
題に代表されるように、選考の「透明化」を
求める世論に押され、教員採用の公表が進ん
だ。その結果、公務員試験予備校が「傾向と
対策」をたて受講者を確保するという事態が
常態化した。教員採用試験の「競争試験」的
な性格は、ここにいたって決定的となった。
また大綱化以降の大学では、教職課程をもつ
大学が増え、それらの大学もまた、キャリア
支援の一環として受験講座を開設せざるを得
なくなり、「大学の予備校化」も進んだ。
　以上を概観した時、採用をめぐる65年の歴
史とは、教育公務員特例法に法定された「選
考」が、その本旨を失い、形骸化していく過
程であったと言えるのではないか。
　この「選考」が今後どのような方向に進む
のか、養成段階の改革を行うのであれば、こ
の課題についても検討されるべきである15）。
≪参考文献≫
安藤和子「第７章　社会人から教員を目指す」日本
教師教育学会編『教師をめざす』2002年　学文
社
牛渡淳・神山知子・高野和子・藤本典裕「教員採用
に関する教育委員会の意識と対応」『季刊教育
法』第96号 エイデル研究所　1994年
が問われないままにされているように思われ
る。しかも、この「公務員試験予備校」の参
入を招いた要因のひとつには、文部省（文科
省）の方針に「素直」に従い、「受験者確保」
の努力のために「選考」方法を多様化し、さ
らには、市民感情に応じて採用試験を公表す
るという、自律性を失った教育委員会の現状
があると考える。
５　まとめ
　この65年間を「採用」の歴史を中心に振り
返ると、端的には以下のように言える。「教
育公務員特例法」で法定された教員採用の方
法＝「選考」は、常にその「不透明さ」が問
題化され、世論が一貫してその「透明化」を
求める制度として誕生した。しかし第Ⅰ期の
「選考」における「教員志願者名簿」の存在
を考えるならば、「選考」の本旨に沿った制度
であると解釈することもできる。
　しかし、第Ⅱ期の地方教育行政の組織及び
運営に関する法律の制定においては、「選考」
の独自性が失われ、以後、「選考」が「競争試
験」の性格をもたざるを得なくなった。また、
学校教育現場と選考の場、及び選考主体と設
置者が乖離することによって、選考の目的が
曖昧になり、戦後の地方分権的な人事が、中
央集権的なそれへと変化した。
　さらに、第Ⅲ期には、文部省（当時）の方
針によって、選考方法が多様化した。これは、
多様な人材を教育現場に輩出することが目的
であったが、この多様化は、文部省の求める
教師像を目指すものであったために、結果と
して多様化と画一化が表裏一体であるという、
矛盾した様相を呈することになった。また、
社会人の登用についても、社会経験の評価に
よって、教育に関する基礎知識があるかのよ
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堀和郎・柳林信彦『教育委員会制度再生の条件　運
用実態の実証的分析に基づいて』筑波大学出版
会　2009年
本多正人編『教育委員会制度の再編の政治と行政』
多賀出版　2003年
前島康男「採用試験の出題傾向に見られる問題」『教
育』№385　1980年　国土社
矢野博之「教員育成塾の活用法と留意点」『教職課
程』協同出版　2008年10月号
山崎博敏『教員採用の過去と未来』玉川大学出版部　
1989年
山崎博敏「全国47都道府県の教員採用の展望」『教
員養成セミナー』時事通信出版局　2009年１月
号別冊
文部科学省Web Site　 http://www.mext.go.jp
注
１）制定時（昭和24年）の教育公務員特例法第13条
は以下の通りである。「校長及び教員の採用は、
選考によるものとし、その選考は、採用志願者名
簿に記載された者のうちから、大学附置の学校に
あっては、その大学の学長、大学附置の学校以外
の国立学校にあっては文部大臣、大学附置の学校
以外の公立学校にあってはその校長又は教員の属
する学校を所管する教育委員会の教育長（選考権
者という、この条中以下同じ）が行う。２．前項
の採用志願者名簿は、校長又は教員の免許状を有
する者で、採用を願い出た者について、免許状の
種類に応じ、国立学校にあっては人事院、公立学
校にあっては都道府県の教育委員会が作成する。
３．前２項に定めるものを除くほか、採用志願者
名簿に必要な事項は、国立学校にあっては人事院
規則、公立学校にあっては都道府県の教育委員会
規則で定める。４．教員の昇任は、従前の勤務成
績に基く選考によるものとしその選考は、選考権
者が行う。５．選考権者は、教員について第１項
及び前稿の選考を行うに当っては、その学校の校
長の意見を聞いて行わなければならない。」
２）制定時（昭和31年）の地教行法は以下の通りで
小川正人『市町村の教育改革が学校を変える　教育
委員会制度の可能性』岩波書店　2006年 
荻生田伸子「テキスト・マイニングによる教員採用
試験問題の分析」『埼玉大学紀要人文・社会科
学』第53巻第２号　2004年
荻野清「教員採用試験に関する研究復元状況、指導
要領、指導法問題について」『鎌倉女子大学紀
要』第15号　2008年
神田修・土屋基規『教師の採用　開かれた教師選び
への提言』1984年　有斐閣選書
現代教職研究会編『教員採用新時代』1986年　協同
出版
榊原禎宏「第６章　教員採用制度の現状と課題」『講
座教師教育学Ⅱ教師をめざす』2002年　学文社
陣内靖彦『東京師範学校生活史研究』2005年　東京
学芸大学出版会
鈴木そよ子他「教員採用試験問題研究　2000 ～
2006年の一般教養・教職教養・専門教養問題」
『神奈川大学心理・教育研究論集』第26号　
2007年
東京学芸大学教員就職推進プロジェクト『教員の資
質向上のための方策の研究と少子化に対応する
教員養成のあり方についての調査・研究』報告
書　1996年
野村新『大学づくりと教員養成教育』2007年 　一
莖書房
橋本鉱市編『専門職養成の日本的構造』2009年　玉
川大学出版会
藤本典裕「教師像の「多様化」と「精緻化」─教員
採用に関する教育委員会の意識と対応─」『東
京大学教育学部教育行政学研究室紀要』第13号　
1994年
藤本典裕「第２章　採用試験」『現代教職論』（土屋
基規編）2006年　学文社
平原春好編集「新しい教育委員会制度　その批判的
解説と資料」『教育基本文献史料集成』第19巻 
2007年　日本図書センター
平原春好編集「旧教育委員会法の下における地方教
育行政運営の沿革」『教育基本文献史料集成』
第18巻　2007年　日本図書センター
穂坂邦夫『教育委員会廃止論』弘文堂　2005年
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地教行法制定時においても、山本は市町村の内申
を含む採用のルートについて「筋書き通りに人事
が運ばれるかどうかは問題であろう」（60㌻）と
述べている（山本敏夫「新しい教育委員会制度－
その批判的解説と資料」（1957）、『教育基本法問題
文献史料集成』第19巻、日本図書センター、2007
年）。
７）例えば、神田はこの答申が「教師採用に対して
中央政府・文部省がはじめて積極的な関与を示し
た文書であった」と紹介している。（神田修「第
３章教師づくりと教師の採用」神田修・土屋基規
『教師の採用　開かれた教師選びへの提言』1984
年　有斐閣選書、128㌻）。
８）牛渡淳・神山知子・高野和子・藤本典裕「教員
採用に関する教育委員会の意識と対応─アンケー
ト・聞き取り調査の結果から─」『季刊教育法』
96号　エイデル研究所1994年、53㌻
９）同様の状況が現在もある。2006（平成18）年の
中央教育審議会答申（「今後の教員養成・免許制
度の在り方について」）以降、文部科学省は、教
員に必要な資質能力として「使命感や責任感、教
育的愛情」「社会性や対人関係能力」「生徒理解や
学級経営」「実践的指導力」の４つの項目を示し、
この「資質能力」を「教職実践演習」の履修を中
心として「養成」するよう、各大学に求めている。
この中教審答申の示した「資質能力」は、若干の
文言の違いはあったとしても、各教育委員会が求
める教師像と、大きくずれることはない。
10）安藤知子「第７章　社会人から教員をめざす」
日本教師教育学会編『講座　教師教育学Ⅱ　教師
をめざす』、学文社、2002年、187㌻
11）この点について言えば、社会人だけではなく、
学生にも大学時代の「経験」が問われているとい
える。つまり、「人物」が評価されるということは、
「経験」が評価されるということと同義であるか
のような状況がつくられつつあると言える。
12）現在の教員採用試験の結果のみから判断すれば、
「本当に」教職課程を履修したものに、教育に関
する基礎的な知識があるのかは検討の余地がある。
しかしここでは手続き上の問題としてこのように
述べた。
ある。「第37条（任命権者）市町村立学校教職員
給与負担法第１条及び第２条に規定する職員（以
下「県費負担教職員」という。）の任命権者は、
都道府県委員会に属する。第38条（市町村委員会
の内申）都道府県委員会は、市町村委員会の内申
をまって、県費負担教職員の任免その他の進退を
行うものとする。２．市町村委員会は、教育長の
助言により、前項の内申を行うものとする。第39
条（校長の所属教職員の進退に関する意見の申出）
市町村立学校職員給与負担法第１条及び第２条に
規定する学校の校長は、所属の県費負担教職員の
任免その他進退に関する意見を市町村委員会に申
し出ることができる。」
３）兼子仁「教育法（新版）」『法律学全集』第16集、
有斐閣、1978年、485－486㌻　なお引用文では13
条であるが、その後改正され、現在の公務員特例
法において同種の内容は、第11条に規定されてい
る。
４）『2010年版教育六法』（三省堂）の「解説」では、
「選考」を以下のように説明している。「選考とは、
行政事務能力の有無を判断する『競争試験』と異
なり、『一定の基準と手続』のもとに『学力・経験・
人物・慣行・身体等』を審査することであるとい
われる。一般公務員の場合は『競争試験』が原則
で『選考』は例外とされている（地公法17条）の
に対し教員の場合には『選考』に限っているのが
特色である。このような原則が採用されているの
は校長・教員は教育職員免許状や任用資格を必要
とし、かつ教職の専門性ないし人格的要素を欠か
せないからである。『選考』は試験を絶対的に排
除するということではないが、選考を原則として
いることに注目する必要がある」（590㌻）
５）神田もまた、この時期の「採用志願者名簿」の
存在について、法的な根拠から「戦後日本の教員
採用において独自の注目すべき考え方─（略）開
かれた教師選びや、地域に根ざす人事という考え
方─」と評価している。（神田修「第３章教師づ
くりと教師の採用」『教師の採用』、有斐閣選書、
1984年、170㌻）。
６）これらの問題点については、前掲『教師の採用』、
有斐閣選書、1984年に詳細に示されている。また、
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13）さらに言及すれば、文科省からキャリア教育を
行うことを求められている大学が、その一環とし
てこの種の講座を積極的に開講しなければならな
い現状もある。
14）前島によれば、すでに1980年代にこのような動
向は存在していた。彼は埼玉のＢ大学を例にとり、
「大学の予備校化」を批判的に検討している（前
島康男「採用試験の出題傾向に見られる問題」『教
育』№385、国土社、1980年）。だが大綱化以降の
大学においては教職課程を持つ多くの大学が少な
からず同様の傾向を持っていると考えられる。
15）なお、今回触れることはできなかったが、史的
動向を追う中で、「選考」の過程における思想統制、
面接の質問項目におけるハラスメント性、外国人
の採用に関する動向、採用スケジュールの早期化、
講師の処遇の問題等も追究すべき重要な研究対象
であることを認識した。これらは常に問題化され
続けてきたのであるが、いまだに解決されていな
い問題でもある。今後、稿を変えて言及したい。
